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ＹＫＳ特許力 会社情報の見方
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2022年4月30日
ＹＫＳ特許評価株式会社

ＹＫＳ特許力 会社情報は、特許に基づいて企業ごとに技術競争力を俯瞰（ふかん）します。
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① 本コンテンツ作成日と作成に用いたデータ更新日

② 証券コード、会社名、会社住所、東証業種分類

③ 会社の事業を技術的観点から要約した情報。売上高（売上収益）には、セグメント内およびセブメント間の内部売上高（売上収益）を含んで

いる場合があります。

④ 基本情報 「上段 」 は、次のとおり。

特許件数 → 保有する特許件数

ＹＫ値 → 保有する全特許のＹＫ値の総計値。値が高いほど技術競争力の絶対値が高いと判断。

ＹＫ３値 → 保有する全特許のＹＫ３値の総計値。値が高いほど自社特許取得のために費やした費用が大きいと判断。

ＹＫエフェクト → ＹＫ値 ／ ＹＫ３値。自社特許取得のために費やした費用がどの程度有効に技術競争力に結びついたかを示す指標。

( ただし、１万倍に規格して表示 )。カッコ内は東証業種分類内の当該企業の順位である。

ＹＫグロース → ＹＫ値のデータ更新日６カ月間の増減指標。ＹＫ値の伸びが大きいほど技術競争力の成長が大きく、ＹＫ値の減少

が大きいほど技術競争力の衰退が大きい。カッコ内は東証業種分類内の当該企業の順位である。

ＹＫ／ＭＣ → ＹＫ値 ／ 時価総額 ( 単位：10億円 )。企業規模のファクターを企業ごとＹＫ値から除外して企業の技術競争力

の大きさを規模にかかわりなく表現したもの。ＹＫ／ＭＣ が大きいほど企業の将来成長性、株価の上昇性が高い傾向

にある。カッコ内は東証業種分類内の当該企業の順位である。

⑤ 基本情報 「 下段 」 は、次のとおり。

発明者数 → 企業の開発投資を表す一つの指標。企業規模が大きいほど大きな値になる傾向がある。基本情報 「 上段 」 の

ＹＫエフェクト、ＹＫグロース、ＹＫ／ＭＣと比較しながら分析すると一定の傾向がつかめる場合がある。

主要外国出願国 ・ 地域（ 広域 ）→ 当該企業が行っている外国出願の主要出願国名。外国出願は一般に国内出願に比べて費用

がかさむため慎重に出願を行う。したがって、主要外国出願国名から当該企業がどの地域での事業が重要であると判断

しているかを推察することができる。（ 「 国名・地域（ 広域 ）・コード一覧 」 は後掲。）
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共同出願件数 → 他社、他団体と共同で行った日本出願件数。共同研究をどの程度活発に行っているかを判断する一つの指標。

共同出願をする関係は、別言すると外部技術の自社内取り込みの活発性を推察する一つの指標となる。

登録査定率 → 登録査定数 ／ ( 登録査定数 ＋ 拒絶査定数 )。実際に権利化を図ろうと試みた中で実際にそれが実現できた割

合を示す。登録査定率の高低で一概に当該企業の技術力を計ることはできないが、登録査定率が高い場合には慎

重な権利化を図る企業であると推察され、登録査定率が低い場合にはチャレンジャブルな権利化を図る企業であると

推察される。

審査請求率 → 審査請求件数 ／ 審査請求可能満了出願件数。特許出願した発明の中で、実際に権利化を図ろうとする割合を

示す。審査請求率が高い場合には実際に権利化することで他社排除を図ろうとする傾向が強い企業であると推察さ

れ、審査請求率が低い場合には自社で権利化するほどではないが、他社による権利化を阻害しようとする傾向が強い

企業であると推察される。

無効被請求件数 → 所定期間（ 過去10年 ）内に他社から特許の無効化の試みがなされた件数。無効被請求件数が多いほど競

争他社にとって不都合な特許を多数所有している、または所有していた、と推察される。特許出願が的を得ていたとも

言える。

無効請求件数 → 所定期間（ 過去10年 ）内に他社の特許の無効化の試みをした件数。無効請求件数が多いほど競争他社

の特許と自社事業とコンフリクトしている傾向が高いと推察される。また特許回避よりも特許をつぶすことで自社事業を

運営する傾向が高いと推察される。

⑥ ＹＫＳ技術業種小分類（ 以下 「 小分類 」 ）における友好・敵対関係

事業が属する主要小分類における技術競争力の強弱と、その小分類内における技術競争力上位企業との友好・敵対関係を示す。

⑦ 過去２年間の月ごとの 「ＹＫ値 」 および 「 東証業種分類内順位 」

過去２年間のＹＫ値の変化を見ることでマクロに技術競争力がどのように推移したかを知り、将来の企業の成長性を推察するために有効

な図表。

⑧ 当該会社内の小分類ごとのＹＫ値シェア

技術競争力の小分類ごとのシェアであり、技術競争力の小分類単位での分布を知ることができる。
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⑨ 企業成長及び株価の先行指標であるQK値（＝YK値/時価総額）の東証３３業種内の偏差値、売上高、営業利益を合わせた複合グラフ。

QK偏差値と売上高、営業利益の推移を知ることができる。

使用データは過去５年間の各月度のQK値、年次売上高と営業利益

⑩ 企業成長及び株価の先行指標であるQK値（＝YK値/時価総額）の東証３３業種内の偏差値と時価総額の折れ線グラフから、QK偏差値と

時価総額の推移を知ることが出来る。

使用データは過去５年間の各月度のQK値、時価総額

⑪ 過去５年間の毎月のYK値と、過去５年間6か月毎のYK3値の折れ線グラフ。及び、過去5年間6か月毎の発明者の合計人数（各集計時点

の直近1年間に公開された公報に掲載された発明者の合計人数）の棒グラフ。対象企業が保有している特許の競争力(YK値)と特許取得に費

やした費用(YK3値)との関係、また抱える発明者の数を知ることができる。ただし発明者数については、2016年はデータがない。

使用データは過去5年間の各月度のYK値、6か月毎のYK3値、発明者数の合計

⑫ 過去５年間の毎月のYK値を対象企業と競合企業で比較したグラフ。競合企業との特許力の推移を比較することが出来る。

使用データは過去5年間の各月度のYK値
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【 用語解説等 】
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特許件数
対象企業および対象企業の連結子会社等が有する、 存続中の特許の件数を集計したもの。
（データ更新日の２か月前までに公開された情報を基礎としている。 以下、他の基本情報
の集計値について同じ）

ＹＫ値
特許に対する競争相手からの攻撃（無効審判等、特許の成立を阻止し、または特許を消
滅させるための手続）に費やされた費用を数値化したもの。 多大な費用を費やしたが存続し
続けている特許には 「他社を排除している実態」 が潜在的に存在している。 数値が大きけ
れば大きいほど特許によって他社事業を排他していることになる。ＹＫ値は各特許が受けた攻
撃の情報を特許庁データから抽出して、 その攻撃の規模と質等を分析してポイント化すること
により、 特許１件毎に算出される。 本レポートの値は、対象企業（連結子会社等含む）
が有する特許のYK値の合計値。

ＹＫ３値
特許に対する特許権者自身による海外展開や、 競争相手からの攻撃に対する防御等に費
やした費用を数値化したもの。 多大な費用を費やした特許は 「特許権者が重要性を見出し
ている実態」 が潜在的に存在している。 数値が大きければ大きいほど特許権者による将来
収益の増大が期待されていると予想される。 ＹＫ値と同様に特許１件毎に算出される。 本
レポートの値は、対象企業（連結子会社等含む）が有する特許のYK3値の合計値。

ＹＫエフェクト
ＹＫ値／ＹＫ３値。 ＹＫ３値を技術競争による収益確保のための投資、 ＹＫ値を技術
競争による潜在的な収益ととらえた場合に、 技術に関する 「収益／投資」 を表す指標
（10000倍に規格化して表示）。

ＹＫグロース
ＹＫ値の対前回（6か月前）比伸び率。 技術的な競争力の成長率を表す。

ＹＫ／ＭＣ
規模の異なる企業間で技術的な競争力を比較可能とするために、 YK値を時価総額
（単位:10億円）で除し、 単位時価総額当たりの技術競争力を表す。

発明者数
データ収集期間 （過去１年間） 内に公開された特許出願の発明者数。 企業の開発投
資の指標の一つ。

主要外国出願国・地域（広域）
主な外国出願国・地域（広域）上位８位まで。 国コードについては、 WIPO の国コードに
準拠。
「WO」 「ＩＢ」 は国際出願。

共同出願件数
データ収集期間 （過去１年間）内 に公開された共同出願の件数。 他企業との提携度
合を見る指標の一つ。

登録査定率
データ収集期間 （過去１年間）内の、 登録査定数／（登録査定数＋拒絶査定数）。

審査請求率
データ収集期間 （過去１年間）内に審査請求可能期間を満了した出願のうち、 審査請
求が行われた出願の割合。

無効被請求件数
データ収集期間 （過去10年間）内に対象企業が無効審判・異議申立を受けた件数。

無効請求件数
データ収集期間（過去10年間）内に対象企業が無効審判・異議申立を行った件数。

円グラフ
対象企業のＹＫＳ技術業種分類・小分類別にみたＹＫ値のシェア。

棒グラフ
対象企業の直近２年間の月次ＹＫ値。

折れ線グラフ
対象企業の直近２年間の東京証券取引所業種分類内の月次順位。

対象企業が得意とする技術分野と、その分野の有力企業の一覧。
ＹＫＳ小分類コード及び名称、対象企業YKS小分類ＹＫ値（順位）

ＹＫＳ小分類コード及び名称。対象企業の当該ＹＫＳ小分類のＹＫ値を表記。
順位は対象企業の当該小分類のＹＫＳＭＡＰにおける順位を表記。
(10位までは順位を表記。それ以下は-を表記)

黄色網掛けの企業
対象企業を表す。

緑色網掛けの企業
友好関係を表す。ＹＫＳ技術業種分類の中で、対象企業と網掛け企業とでＹＫ
値を有する特許を共有していることを表す。３段階で表示しており、色が濃い順に共
有特許権のＹＫ値が高いことを表す。

赤色網掛けの企業
敵対関係を表す。ＹＫＳ技術業種分類の中で、対象企業と網掛け企業間で特
許無効審判等の敵対的な手続きを行った関係を表す。２段階で表示しており、２
度以上行っている場合は濃い赤色で、１度のみ行っている場合は薄い赤色で、
各々表される。

（Ａ） 基本情報 （Ｂ） ＹＫＳ小分類別 友好・敵対関係

（Ｃ） ＹＫ値と東証業種分類内順位

（Ｄ） ＹＫＳ小分類別ＹＫ値シェア

棒グラフ（青色）
対象企業の直近5年間の年次売上高。

棒グラフ（緑色）
対象企業の直近5年間の年次営業利益。

折れ線グラフ
対象企業の直近5年間のQK業種別偏差値。

（E） QK業種別偏差値・売上高・営業利益推移

折れ線グラフ（紫色）
対象企業の直近5年間のQK業種別偏差値。

折れ線グラフ（橙色）
対象企業の直近5年間の時価総額。

（F） QK業種別偏差値・時価総額推移
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【 用語解説等 】
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注１） 特許関連情報の基礎とするデータについて
特許庁 「整理標準化データ」 の審査経過情報を基礎としています。
公開前に取り下げられた出願等、 審査経過情報が入手できないもの
に関しては集計対象外となります。

注２） ＹＫＳ技術業種分類におけるＹＫ値、ＹＫ３値の重複配点について
一つの特許が、 例えば 「ダム・運河・上下水」 分野と 「水力発電」
分野など、 複数のＹＫＳ技術業種分類（小分類）に属する場合
があります。 この場合はＹＫ値、ＹＫ３値はそれぞれの小分類に重
複配点します。

注３） 共同出願の場合の企業毎のＹＫ値、ＹＫ3値の配点について
共同出願の場合は、ＹＫ値、ＹＫ３値は企業毎に等分で配点しま
す。

注４）（Ｂ）ＹＫＳ小分類別 友好・敵対関係 の順位について
ＹＫ３値が一定の基準以上の企業を母集団とし、 ＹＫ値の上位企
業を掲載しています。したがって、 全企業を母集団として作成したＹ
Ｋ値順位 「特許競争力ランキング」 とは順位が異なる場合があります。
ご了承ください。

折れ線グラフ（青色）
対象企業の直近5年間のYK値。

折れ線グラフ（赤色）
対象企業の直近5年間のYK3値。

棒グラフ
対象企業の直近5年間の発明者数。

（G）YK値・YK３値・発明者数推移

折れ線グラフ
対象企業およびその競合企業の直近5年間のYK値の推移。

（H）YK値競合比較
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別表 国名・地域（広域）・コード一覧 出典：特許庁ホームページ ＰＣＴ（特許協力条約）加盟国一覧 2017年3月現在

コード 国名・地域（広域）名 コード 国名・地域（広域）名 コード 国名・地域（広域）名 コード 国名・地域（広域）名

ＡＥ アラブ首長国連邦 ＥＡ ユーラシア ＫＺ カザフスタン ＱＡ カタール

ＡＧ アンティグア・バーブーダ ＥＣ エクアドル ＬＡ ラオス人民民主共和国 ＲＯ ルーマニア

ＡＬ アルバニア ＥＥ エストニア ＬＣ セントルシア ＲＳ セルビア共和国

ＡＭ アルメニア ＥＧ エジプト ＬＩ リヒテンシュタイン ＲＵ ロシア

ＡＯ アンゴラ共和国 ＥＰ ヨーロッパ ＬＫ スリランカ ＲＷ ルワンダ

ＡＰ アフリカ広域知的財産権機関（ARTPO） ＥＳ スペイン ＬＲ リベリア ＳＡ サウジアラビア

ＡＴ オーストリア ＦＩ フィンランド ＬＳ レソト ＳＣ セーシェル

ＡＵ オーストラリア ＦＲ フランス ＬＴ リトアニア ＳＤ スーダン

ＡＺ アゼルバイジャン ＧＡ ガボン ＬＵ ルクセンブルグ ＳＥ スウェーデン

ＢＡ ボスニア・ヘルツェゴビナ ＧＢ 英国 ＬＶ ラトビア ＳＧ シンガポール

ＢＢ バルバドス ＧＤ グレナダ ＬＹ リビア ＳＩ スロベニア

ＢＥ ベルギー ＧＥ ジョージア ＭＡ モロッコ ＳＫ スロバキア

ＢＦ ブルキナファソ ＧＨ ガーナ ＭＣ モナコ ＳＬ シエラレオネ

ＢＧ ブルガリア ＧＭ ガンビア ＭＤ モルドバ共和国 ＳＭ サンマリノ

ＢＨ バーレーン王国 ＧＮ ギニア ＭＥ モンテネグロ共和国 ＳＮ セネガル

ＢＪ ベナン ＧＱ 赤道ギニア ＭＧ マダガスカル ＳＴ サントメ・プリンシペ民主共和国

ＢＮ ブルネイ・ダルサラーム国 ＧＲ ギリシャ ＭＫ マケドニア 旧ユーゴスラビア共和国 ＳＶ エルサルバドル共和国

ＢＲ ブラジル ＧＴ グアテマラ共和国 ＭＬ マリ ＳＹ シリア・アラブ

ＢＷ ボツワナ ＧＷ ギニアビサウ ＭＮ モンゴル ＳＺ スワジランド

ＢＹ ベラルーシ ＨＮ ホンジュラス共和国 ＭＲ モーリタニア ＴＤ チャド

ＢＺ ベリーズ ＨＲ クロアチア ＭＴ マルタ共和国 ＴＧ トーゴ

ＣＡ カナダ ＨＵ ハンガリー ＭＷ マラウイ ＴＨ タイ王国

ＣＦ 中央アフリカ ＩＢ 国際特許出願 ＭＸ メキシコ ＴＪ タジキスタン

ＣＧ コンゴ共和国 ＩＤ インドネシア ＭＹ マレーシア ＴＭ トルクメニスタン

ＣＨ スイス ＩＥ アイルランド ＭＺ モザンビーク ＴＮ テュニジア

ＣＩ コートジボワール ＩＬ イスラエル ＮＡ ナミビア ＴＲ トルコ

ＣＬ チリ共和国 ＩＮ インド ＮＥ ニジェール ＴＴ トリニダード・トバゴ

ＣＭ カメルーン ＩＲ イラン・イスラム共和国 ＮＧ ナイジェリア連邦共和国 ＴW 台湾

ＣＮ 中国 ＩＳ アイスランド ＮＩ ニカラグア ＴＺ タンザニア

ＣＯ コロンビア ＩＴ イタリア ＮＬ オランダ ＵＡ ウクライナ

ＣＲ コスタリカ ＪＯ ヨルダン・ハシェミット王国 ＮＯ ノルウェー ＵＧ ウガンダ

ＣＵ キューバ ＪＰ 日本 ＮＺ ニュージーランド ＵＳ 米国

ＣＹ キプロス ＫＥ ケニア ＯＡ アフリカ知的財産権機関（OAPI） ＵＺ ウズベキスタン

ＣＺ チェコ ＫＧ キルギスタン ＯＭ オマーン ＶＣ セント・ビンセント及びグレナディーン諸島

ＤＥ ドイツ KH カンボジア王国 ＰＡ パナマ共和国 ＶＮ ベトナム

ＤＪ ジブチ ＫＭ コモロ連合 ＰＥ ペルー共和国 WO 国際特許出願

ＤＫ デンマーク ＫＮ セントクリストファー・ネービス ＰＧ パプアニューギニア ＺＡ 南アフリカ共和国

ＤＭ ドミニカ ＫＰ 北朝鮮 ＰＨ フィリピン ＺＭ ザンビア

ＤＯ ドミニカ共和国 ＫＲ 韓国 ＰＬ ポーランド ＺＷ ジンバブエ

ＤＺ アルジェリア KW クウェート ＰＴ ポルトガル
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